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序     文 
 

フィリピン共和国では、妊産婦死亡と乳幼児死亡を減少させるための取り組みが長年実施され

てきています。しかし、2000年に国連で採択され、フィリピン共和国を含む189カ国が署名してい

るミレニアム宣言において設定されたミレニアム開発目標（MDG）のうち、目標4（子どもの死亡

率の減少）と目標5（妊産婦の健康の改善）の達成も危ぶまれる状況にあります。 

このような状況のもと、本プロジェクトはフィリピン共和国政府の掲げる「保健セクター改革」

と「母性の安全（safe motherhood）政策」のもとで緊急産科サービスの改善を通じて妊娠・分娩・

産褥期における母親と新生児の健康を向上させることを目標に、2008年5月フィリピン保健省によ

り要請され、2010年7月から2014年7月までの4年間の予定で開始されました。 

プロジェクトの対象地域は東ビサヤ諸州のうちレイテ州及びオルモック独立市で、ともに経済

的にも保健医療指標においても課題をかかえており、保健セクター改革の先行実施地域16州から

全国展開への流れを受けて、地域保健システムの一層の強化に取り組んでいる地域です。 

本プロジェクトでは、その先駆的な役割を果たした「母子保健プロジェクト（2006年4月～2010

年3月）」の成果を継承して、有資格の保健医療従事者（医師、看護師、助産師）の出産立会によ

る施設分娩が増加し、地域の政策決定者を巻き込んだ住民活動が活性化し、ひいては基礎的緊急

産科システムが東ビサヤ地域に拡大展開され、妊産婦死亡の減少に影響を与えることを目標とし

ています。具体的な活動としては、公的保健施設におけるサービス提供の改善（人材研修、機材

供与）、行政組織強化（保健省地域局、州/市、保健区域 、町レベルの制度づくり、モニタリング

強化）、コミュニティ・ボランティアの動員（コミュニティ・ヘルス・チーム設置）、地方自治

体への働きかけなどの活動が実施されています。 

今回の中間レビュー調査は、プロジェクト開始から約1年9カ月が経過した時点で、カウンター

パートと合同で本プロジェクトの目標達成度や成果等を分析するとともに、プロジェクトの残り

の期間の課題及び今後の方向性について確認し、合同評価報告書に取りまとめ、合意することを

目的として、2012年4月10日から4月27日まで実施されました。本報告書はその調査結果を取りま

とめたものです。 

本評価調査の実施にあたりご協力を賜りました保健省、レイテ州、オルモック市政府関係者並

びに保健分野援助機関担当者各位ほか、関係者の皆様に対して深い謝意を表しますとともに、プ

ロジェクトの効果発現に向けてより一層のご協力をお願いする次第です。 

 

平成24年5月 

 

独立行政法人国際協力機構 

フィリピン事務所長 佐々木 隆宏 
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地     図 
 

 
 



写     真 

  

プロジェクトオフィスの前の看板 レイテ州 Doos Del Norte バランガイヘルスステーション

（BHS）。インタビューのため集まったコミュニティ・

ヘルス・チーム（CHT）、医師、看護師、助産師 

  

Hindang町保健所（RHU）研修で学んだボードを活用

する助産師 

 

料金徴収が始まっていた。（Hindang RHU） 

  

レイテ州 Merida RHU プロジェクトで供与された分娩台 



 

  

プロジェクトで供与されたベッド 

 

 

プロジェクトで供与された吸引器 

  

待合室で順番を待つ親子 

 

 

プロジェクトで供与された緊急用光源 

  

オルモック市 San Pablo地区保健所（DHC） プロジェクトで供与されたドップラーを見せる医師

（オルモック市 San Pablo DHC） 



 

  

乳児検診日で受付を待つ親子（San Pablo DHC） 

 

 

助産師能力強化研修で学んだボードが活用されてい

る。（オルモック市 Curva DHC） 

  

レイテ州 Durag RHU。インタビューに参加するため

に集まった CHTボランティア 

 

Dulag RHUのスタッフと調査団 

 

  

絶大な人気を誇る母子手帳（英語版） 中間レビュー報告が行われた合同調整委員会の様子 

 



 

 

略 語 集 

略語 正式名称 和訳 

ANC AnteNatal Care 産前ケア 

BEmOC Basic Emergency Obstetric Care 基礎的緊急産科ケア 

BEmONC Basic Emergency Obstetric and Newborn 

Care 

基礎的緊急産科・新生児ケア 

BHS Barangay Health Station バランガイ1ヘルスステーション 

CEmONC Comprehensive Emergency Obstetric and 

Newborn Care 

包括的緊急産科ケア 

CH Community Hospital 地区病院 

CHO City Health Office 市2保健局 

CHT (s) Community Health Team (s) コミュニティ・ヘルス・チーム 

C/P (s) Counterpart (s) カウンターパート 

DH District Hospital 郡病院 

DHC District Health Center 地区3保健所 

DOH Department of Health 保健省 

DOH-CHD EV DOH-Center for Health Development 

Eastern Visayas Office 

保健省東ビサヤ地域保健局 

ExeCom Executive Committee プロジェクト執行委員会 

EmOC Emergency Obstetric Care 緊急産科ケア  

EmONC Emergency Obstetric and Newborn Care 緊急産科・新生児ケア  

EVRMC Eastern Visayas Regional Medical Center 東ビサヤ地域医療センター  

FHSIS Field Health Services Information System 地域保健サービス情報システム  

 

GIZ Deutsche Gesellschaft für Internationale 

Zusammenarbeit 

ドイツ国際協力公社 

GRP Government of the Republic of the 

Philippines 

フィリピン共和国政府 

ILHZ Inter-Local Health Zone 自治体間保健連携ゾーン  

IMR Infant Mortality Rate 乳児死亡率 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

KP 
Kalusugan Pangkalahatan/Universal Health 

Care 
国民皆健康計画 

                                                        
1 バランガイ（Barangay）とは、フィリピンにおける最も小さな行政区の区分のこと。 
2 本報告書においては、特に断りのない場合には「オルモック市」保健局を指す。 
3 本報告書においては、特に断りのない場合には「オルモック市」の地区保健所を指す。 

 



 

 

LGU (s) Local Governmental Unit (s) 地方自治体  

LPH Leyte Provincial Hospital レイテ州病院 

MCH Maternal and Child Health 母子保健 

MCP Maternity Care Package 妊産婦ケアパッケージ 4 

MCP+ Maternity (and Newborn) Care Package 妊産婦ケアパッケージプラス 5 

MDGs Millennium Development Goals ミレニアム開発目標 

MDR Maternal Death Review 妊産婦死亡症例検討会 

MH Municipal Hospital 町病院 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録（ミニッツ） 

MMR Maternal Mortality Ratio 妊産婦死亡比 

MNCHN Maternal, Neonatal and Child Health and 

Nutrition Strategy 

（or Health Reform towards Rapid 

Reduction of Maternal and Neonatal 

Mortality） 

保健省新母子保健政策 6 

NCDPC National Center for Disease Prevention and 

Control 

国家疾病予防管理センター 

NDHS National Demographic and Health Survey 国家人口保健調査 

NDR Neonatal Death Review 新生児死亡症例検討会  

NMR Neonatal Mortality Rate 新生児死亡率  

OJT On the Job Training 現任研修（オン・ザ・ジョブ・トレー

ニング） 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリック

ス 

PhilHealth Philippine Health Insurance Corporation フィルヘルス（フィリピン健康保険会

社） 

PHO Provincial Health Office 州7保健局 

PhP Philippine Peso フィリピンペソ 

PO Plan of Operation 活動実施計画 

POGS Philippine Obstetrical and Gynecological 

Society 

フィリピン産婦人科学会  

 

PPV Post-Partum Visit 産後検診 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

                                                        
4 妊産婦小児ケアが決められたレベルで行える施設PhilHealthによって与えられる認証。 
5 MCP認証に新生児検査ができるという条件が加わったPhilHealthによって与えられる認証。 
6 正式には「妊産婦・新生児死亡の早急な削減に向けた保健セクター改革」と呼ばれる。 
7 本報告書においては、特に断りのない場合には「レイテ州」保健局を指す。 



 

 

RHU Rural Health Unit 町8保健所 

RMC Regional Management Committee 地域運営委員会 

SBA Skilled Birth Attendant 熟練出産介助者 

SHP Skilled Health Professional 有資格の保健医療従事者 

SMACHS-EV Strengthen Maternal And Child Health 

Services in Eastern Visayas 

東ビサヤ地域母子保健サービス強化

プロジェクト（本プロジェクト略称）

TBA Traditional Birth Attendant 伝統的産婆 

TOT Training of Trainers  指導者養成研修 

UHC Universal Health Care 万人への保健ケア 

UNFPA United Nations Population Fund 国連人口基金 

UNICEF United Nations Children’s Fund 国連児童基金 

USAID United States Agency for International 

Development 

米国国際開発庁  

WHT Women’s Health Team 女性の健康チーム 

 

                                                        
8 本報告書においては、特に断りのない場合には「レイテ州」の町保健所を指す。 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：フィリピン共和国 案件名：東ビサヤ地域母子保健サービス強化プ

ロジェクト 

分野・課題：保健・医療 協力形態：技術協力プロジェクト 

担当部署：フィリピン事務所 協力金額（評価時点）： 

協力期間 2010年7月15日～2014年7月14日 

（4年間） 

先方関係機関：保健省東ビサヤ地域保健局 

日本側協力機関：なし 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

フィリピンにおいては、約半数の出産が第4子以上であることや前回の出産との間隔が24カ月

以内であるなど、少なくとも一つのリスク要因を伴うとされている。2006年の家族計画調査に

よれば、妊産婦死亡比は出生十万当たり162となっており、1998年の国家人口保健調査（National 

Demographic and Health Survey：NDHS）の172と比較して若干減少しているものの、今後減少が

大幅に加速されないかぎり2015年までのミレニアム開発目標（Millennium Development Goals：

MDGs）達成（出生十万当たり52）は無理であるとの見解が支配的である。一方、5歳未満児死

亡率は過去15年の間に出生千当たり55（1998～92年）から34（2003～07年）へと、また乳児死

亡率は同34から25へと減少傾向が認められ（NDHS, 2008）、保健省では今後、新生児の死亡を抑

えることで、MDGである5歳未満児死亡率21が達成可能であるとみている。 

東ビサヤ地域は首都マニラの南東に位置し、サマール島及びレイテ島を主とした大小の島々

で構成される。妊産婦死亡比は7番目、乳児死亡率は5番目に高い。乳児死亡の約半分は生後7日

以内の新生児死亡が占めている。リスクの高い出産が多いにもかかわらず、有資格の保健医療

従事者に拠る出産介助や施設における分娩の割合は低い水準にとどまっている。こうした現状

のなかで、分娩介助、妊産婦健診や産後健診といったサービスを提供する施設の整備、緊急産

科･新生児ケアのサービスを提供できる医療従事者の確保は、東ビサヤ地域における母子保健プ

ログラムの優先課題である。 

こうした背景の中で、本プロジェクトは、その先駆的な役割を果たした母子保健プロジェク

ト（2006年4月～2010年3月）の成果を継承して、有資格の保健医療従事者（医師、看護師、助

産師）の出産立会による施設分娩が増加し、地域の政策決定者を巻き込んだ住民活動が活性化

し、ひいては基礎的緊急産科・新生児ケア（Basic Emergency Obstetric and Newborn Care：BEmONC）

やサービスの質が改善され、妊産婦死亡の減少につながることを目標としている。 

本プロジェクトは、保健省東ビサヤ地域保健局（DOH-Center for Health Development Eastern 

Visayas Office：DOH-CHD EV）をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、2010年7

月より2014年7月までの4年間の予定で実施されている。 
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１－２ 協力内容 

（1）プロジェクト目標 

対象地域において安全な分娩及び産前産後のケアを受ける妊産婦及び新生児が増加する。

 

（2）上位目標 

対象地域における妊産婦死亡比と乳児死亡率が減少する。 

 

（3）成果 

【成果1】BEmONC（サービス対象施設）、または保健省新母子保健政策（Maternal, Neonatal 

and Child Health and Nutrition Strategy：MNCHN）行政令を実践する施設が増加する。 

【成果2】公共部門の保健医療従事者のBEmONC/MNCHNサービス提供に係る専門技術が向

上する。 

【成果3】質の高いBEmONC/MNCHNサービスを確立・維持するための保健省東ビサヤ地域

保健局及び州・市保健局のマネジメント機能が向上する。 

【成果4】BEmONC候補施設の保健区域においてコミュニティ・ヘルス・チームが組織化さ

れ、運営される。 

【成果5】BEmONC候補施設の保健区域において、妊婦（とその家族）がBEmONC/MNCHN

サービスを得るための政策的支援が強化される。 

 

（4）投入（2012年3月31日時点、※1PhP＝1.892JPYで換算） 

1）日本側 

専門家派遣（（株）アイ･シー･ネット及びHANDS業務実施契約）6名 

機材供与（7,142,706.13（Php）（1年次実績）、2,371,564.48（Php）（2年次予算）） 

本邦研修（4コース合計6名） 

フィリピン国内研修（35コース1,010名） 

2,584,566.60（Php）（1年次実績） 

3,867,343.55（Php）（2年次予算） 

その他の在外事業強化費（9,992,600.42（PhP）（1年次実績）、6,850,958.77（PhP）（2

年次予算）） 

2）フィリピン側 

C/P配置延べ48名 

専門家オフィススペース提供（プロジェクトオフィス光熱費、通信費ほか） 

現地活動ローカルコスト負担： 

DOH-CHD EV：母子手帳再刷、BEmONC研修の日当・食事代、コミュニティ・ヘルス・

チーム（Community Health Team：CHT）オリエンテーション費用（レイテ州）、助産

師研修（日当・食事代）、CHTガイドブック印刷費用 

レイテ州：研修参加者の交通費（各市・町）、ファシリテーター旅費・交通費（州）、

CHTオリエンテーション費用 

オルモック市：研修参加者の交通費、CHTオリエンテーション費用 
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２．評価調査団の概要 

調査者 

（1）団長・総括  花田 恭   JICA人間開発部 国際協力専門員 

（2）協力企画   阿部 将典  JICA人間開発部 保健第三課 職員 

（3）評価分析   織本 厚子  株式会社日本開発サービス 研究員 

調査期間：2012年4月10日～4月27日 評価の種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の検証 

（1）投入 

日本側の専門家の投入、機材の投入及び研修の実施については、内容は全体的には適当

であるが、タイミングについては東ビサヤ地域医療センター（Eastern Visayas Regional 

Medical Center：EVRMC）の機材導入の遅れ（保健省内の事情により）を除き、大方適当で

あった。 

フィリピン側は、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

で定められたとおりのインプットを実施しており、特に48名（及びプロジェクトに関係す

る14名）という多数のC/Psを配置していること、保健省や州保健局（Provincial Health Office：

PHO）/市保健局（City Health Office：CHO）のほか、地方自治体（Local Government Units：

LGUs）においても、母子手帳の増刷、DOH-CHD EV及び州保健局によるターゲット地域外

における助産師版BEmONC研修への参加費やCHTオリエンテーション費用などの活動に対

する支出が始められている。 

 

（2）成果 

現行PDMに基づき、ほとんどの成果の達成レベルは現状では適当であると考えられる。

しかしながら、活動内容と成果の達成レベルを評価する指標が合っていない2010年のデー

タをもとに実施されたデータクリーニングの結果により、ベースラインの指標の値が大き

く変更となった指標が存在するという問題があるため、PDMの改訂を提言した。 

 

（3）プロジェクト目標の達成状況 

＜プロジェクト目標＞ 

対象地域において安全な分娩及び産前産後のケアを受ける妊産婦及び新生児が増加す

る。 

    

本調査は中間レビューのため、達成状況を評価するには時期尚早ではあるが、現時点で

の実績としては、全体的に、成果の達成状況は順調であり、インタビューを受けたすべて

のC/Pは、プロジェクト終了までにプロジェクト目標達成を測る指標を達成できると考えて

いる。一つ目の指標は既に達成されているなど、プロジェクト目標はプロジェクト期間中

に達成することができる可能性はあるが、保健省の家族計画に係るデータクリーニングが

実施され、ベースライン・データとして利用していたデータが正確でなかったという可能

性が生じている。 



 

iv 

３－２ 実施プロセスの検証 

（1）活動 

プロジェクトは、おおむねPDM及び活動実施計画（Plan of Operation：PO）通りに活動を

実施している。 

 

（2）キャパシティ・ビルディングの方法 

JICAの本邦研修、フィリピン国内研修、専門家によるオン・ザ・ジョブ・トレーニング

（On the Job Training：OJT）、セミナー・ワークショップにより、様々な形でキャパシティ・

ビルディングを行い、C/Pに高く評価されている。 

 

（3）プロジェクト管理 

合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）以外にも、東ビサヤ地域全体に関

しては、DOH-CHD EV局長を議長とする地域運営委員会（Regional Management Committee：

RMC）や各州・市レベルの問題に対応するためレイテ州とオルモック市それぞれにプロジ

ェクト執行委員会（Executive Committee：ExeCom）を設置するなど、プロジェクト管理に

何ら問題はみられなかった。 

 

（4）プロジェクトに対する認識 

インタビューしたCHTボランティアを含むC/Pやターゲットグループにおいて、プロジェ

クトに対する認識度は高かった。 

 

（5）プロジェクトの効果発現に影響した要因 

プロジェクトの開始後すぐに改善効果がみられた貢献要因としては、フィリピンの

MNCHN政策の施行が開始されたことやフィリピン健康保険会社（Philippine Health 

Insurance Corporation：PhilHealth）のLGUに対する加入報酬金制度があげられる。 

その他、レイテ州は「KP 12州9」に指定され、州保健局内での機運が高まっている。また、

オルモック市は保健を優先分野の一つとして保健予算を手厚く手当しており、プロジェク

ト目標達成に向けたプロジェクト活動の実施に貢献している。 

 

（6）プロジェクト効果に影響する可能性がある阻害要因 

PhilHealthの加入金が100％増となり、LGUへの政府の補助金が打ち切られることが決まっ

ているため、貧困層のPhilHealth加入数に影響する可能性が高い。 

 

（7）今後プロジェクト効果に影響する可能性がある要因 

2011年10月、保健省は米国国際開発庁（United States Agency for International Development：

USAID）の支援により、KP政策（万人への保健・医療サービス提供を目標とする政策）に

基づき新しいCHTガイドラインを策定している。東ビサヤにおいてはプロジェクトで既に

                                                        
9 保健省がMDGs 4と5を達成するため、国民皆健康計画の優先地域として、国内12州・市を指定した。 
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策定済みのCHTガイドラインが存在するため、調和化を進めているところであるが、今後

プロジェクト目標達成に向けて影響する可能性がある。 

 

（8）他のステークホルダーとの連携 

本プロジェクトは、プロジェクト開始時点よりビサヤ地域の保健セクターで活発に活動

しているUSAIDと非公式に連携してきたが、2011年6月27日、DOH-CHD EV、USAID及びJICA

の間で東ビサヤ地域における保健開発における覚書に署名した。 

また、ドイツ国際協力公社（Deutsche Gesellschaft für Internationale Zusammenarbeit：GIZ）

や国連児童基金（United Nations Children’s Fund：UNICEF）のような他の開発パートナーが

過去に支援して策定した保健省の既存のマニュアルやガイドラインを活用し、他のステー

クホルダーの成果や教訓を最大限に利用している。 

 

３－３ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

妥当性はかなり高い。フィリピンの保健政策と合致している。また東ビサヤでは、母子・

新生児死亡率が全国平均よりも高いこと、コミュニティレベルのBEmONCサービスや保健

サービスへの貧しい人々のアクセスを改善することに役立つとも考えられるため、フィリ

ピンの人々のニーズにも合致している。また日本の援助政策においても、2008年の対フィ

リピン国別援助計画及び2012年4月に改定された国別援助方針においても、該当プログラム

中にプロジェクトが明記されている。 

 

（2）有効性 

プロジェクトは、中間地点において着実に前進しており、効果が発現しはじめている。

プロジェクト目標の目標達成度を測るには次期尚早である。成果がプロジェクト目標を達

成するのに十分であるかに関しては、成果1～5を達成することでプロジェクト目標を達成

することができると考えられる。 

 

（3）効率性 

効率性は非常に高い。大部分の成果の達成は大方適切である。また、成果を達成するた

めの投入の質・量・タイミングも適切であったと考えられる。効率性の一つの例としては、

東ビサヤでドナーと積極的に連携していることや保健省が採用した他ドナーの作成した教

材を改善して使用したことがあげられる。 

 

（4）インパクト 

プロジェクトの上位目標の達成を検証するには時期尚早であるが、既にいくつかのポジ

ティブなインパクト（BEmONCの対象を拡大したことで、対象以外まで効果が波及してい

る。また、プロジェクトで作成した保健啓発ツールが保健省に取り上げられたため、今後

全国的に普及していくことが期待されることなど）が発現している。ネガティブなインパ

クトは現在のところみられない。 
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（5）持続性 

政治、組織面において、DOH-CHD EV、州保健局/市保健局は能力の高い献身的な信頼で

きるC/Pであり、また今回のインタビュー先であるすべてのレベルの関係者は、プロジェク

トにコミットしている。財政的にはLGUの姿勢に左右されるため、持続性を確保するため

にはLGUのコミットメントを引き出すことが鍵となっている。 

 

３－４ 結 論 

C/Pや関係者からのヒアリング、現地調査、関係機関との協議や文献調査の結果、評価チーム

は、中間地点としてのプロジェクト全体の実績は満足のいくものであるという結論に達した。

全体的には、C/Pの熱意や日本人専門家に対する評価は高く、良好な人間関係のもとにプロジ

ェクトが実施されている。 

 

３－５ 提 言 

約2年強のプロジェクトの残り期間においては、プロジェクトの更なる効果発現に向けて、以

下の点に留意する必要がある。 

    

（1）PDM改訂の必要性（プロジェクトチーム及びJCC） 

PDMは、評価の基準であり、本調査では以下の点を留意する必要が生じた。 

・成果5については、プロジェクトの活動とその達成を図る指標には外部要因が多すぎるため、

プロジェクトの活動内で達成可能な「LGUの貢献をモニタリングするデータベースやシ

ステムを開発する」といった方向性を探るのが適当である。 

・EVRMCに関しては、町保健所（Rural Health Unit：RHU）/地区保健所（District Health Center：

DHC）とは同じ機材供与といっても異なった意味合いがあるため（研修施設として）、そ

の達成を図る指標を新たに設けるべきである。 

・その他、指標の値や外部要因について検討する必要がある。 

 

（2）国家新生児死亡症例検討会（Neonatal Death Review：NDR）ガイドラインの早期開発の重

要性（保健省） 

東ビサヤでは、NDRを実施するべくNDRガイドラインとツールを開発しているため、国

家NDRガイドラインと一致させるためにも、国家NDRガイドラインができるだけ早く開発

されることが望ましい。 

 

（3）CHTが機能しているかどうかの調査（保健省及びプロジェクトチーム） 

保健省はCHTの全国的な機能調査を将来的に行うこととしており、CHTの機能に対する

調査方法等についてあらかじめ調整をすることで、重複や異なった調査にならないように

する必要がある。 

 

（4）「ASEAN母子保健タスクフォース」への発信 

フィリピン保健省は、同タスクフォースで現在議長を務めており、本プロジェクトにお
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ける成果や経験をASEANフレームワーク中の地域アドボカシーの一部として情報共有する

ことが望ましい。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 中間レビュー調査団派遣の経緯と目的 

2010年7月に4年間の予定で開始されたJICA東ビサヤ地域母子保健サービス強化プロジェクトは、

2012年4月現在、1年9カ月を経過した。プロジェクトは、保健省東ビサヤ地域保健局（DOH-Center 

for Health Development Eastern Visayas Office：DOH-CHD EV）をカウンターパート（Counterpart：

C/P）機関として、その先駆的な役割を果たした母子保健プロジェクト（2006年4月～2010年3月）

の成果を継承して、有資格の保健医療従事者（医師、看護師、助産師）の出産立会による施設分

娩が増加し、地域の政策決定者を巻き込んだ住民活動が活性化し、ひいては基礎的緊急産科・新

生児ケア（Basic Emergency Obstetric and Newborn Care：BEmONC）サービスの質が改善され、妊

産婦死亡の減少につながることを目標としている。 

本調査団は、プロジェクト協力期間の中間地点を迎えて、これまでの活動と成果の実績を確認

し、今後の活動の方向性について関係者の合意形成を図るため、以下の方針をもって中間レビュ

ー調査を実施した。 

・プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）、活動実施計画（Plan of 

Operation：PO）及び2010年に署名された討議議事録（Record of Discussions：R/D）に基づき、

プロジェクトの投入実績、活動実績、計画達成度を調査・確認し、問題点を整理する。 

・評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、プロジェクトの評価

を行い、プロジェクトチーム及び関係機関に対して提言を行い、今後の活動計画の方向性につ

いて協議する。 

・本調査の調査結果を双方の合意事項としてミニッツ及び中間レビュー報告書（英文・和文）に

取りまとめる。 

 

１－２ 調査団の構成 

調査団の構成は以下のとおり。 

合同評価委員会日本側メンバー 

団長 花田 恭 JICA人間開発部 国際協力専門員 

協力企画 阿部 将典 JICA人間開発部 保健第三課 職員 

評価分析 織本 厚子 株式会社日本開発サービス 研究員 

合同評価委員会フィリピン側メンバー 

評価分析 Honorata  

L. CATIBOG 

保健省 国家疾病予防管理センター 家族保健局 Director III

評価分析 Zenaida  

D. RESIDORO 

保健省 国家疾病予防管理センター 家族保健局 首席保健

プログラムオフィサー 

評価分析 Evelyn 

MENDOZA 

保健省 国際保健協力局 シニア保健プログラムオフィサー

合同評価オブザーバー 

オブザーバー Marichi  

G. de Sagun 

米国国際開発庁保健部プロジェクト管理専門家、ほか6名 
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１－３ 調査日程 

2012年4月10日（火）～4月27日（金）まで。 

月 日 活  動 

4月10日（火） 【コンサルタント】移動日 

成田→マニラ 

・保健省国家疾病予防管理センターインタビュー 

4月11日（水） 【コンサルタント】移動日 

マニラ→タクロバン 

・保健省東ビサヤ地域保健局（DOH-CHD EV）局長表敬訪問 

4月12日（木） ・プロジェクトC/Pインタビュー（PHO：11名） 

・プロジェクト専門家とのミーティング（3名） 

・プロジェクトC/Pインタビュー（DOH-CHD EV：2名） 

4月13日（金） ・Hindang RHU及びDoos de Norte BHSのサイト視察及びインタビュー 

・Hindang市長表敬訪問 

・西レイテ州立地域病院院長インタビュー 

4月14日（土） ・PhilHealth 東ビサヤ地域局長インタビュー 

・評価報告書案準備 

4月15日（日） ・評価報告書案準備 

4月16日（月） ・Merida RHU/BHSサイト視察及びインタビュー 

・Leyte-Leyte RHU/BHSサイト視察及びインタビュー 

4月17日（火） ・オルモック市長表敬訪問 

・プロジェクトC/Pインタビュー（CHO：3名） 

・オルモック地域病院院長インタビュー 

・San Pablo DHCサイト視察及びインタビュー 

【団長・協力企画団員】移動日 

成田→マニラ 

・DOH-CHD EV前局長インタビュー 

4月18日（水） ・Ipil DHC、Macabug BHSサイト視察及びインタビュー 

・Valencia DHCサイト視察及びインタビュー 

【団長・協力企画団員】移動日 

・マニラ→タクロバン 

・DOH-CHD EV前局長インタビュー 

4月19日（木） ・プロジェクトC/Pインタビュー（EVRMC：5名、USAID：7名） 

・Dulag RHU/Tavu BHSサイト視察及びインタビュー 

・Tanuan RHU/San Miguel BHSサイト視察及びインタビュー 

4月20日（金） 

 

・プロジェクトC/Pインタビュー（DOH-CHD EV及びPHO：7名） 

・他ドナーインタビュー（USAID：6名） 

・プロジェクト専門家インタビュー（4名） 

4月21日（土） ・中間レビュー報告書及びミニッツ準備 

4月22日（日） ・中間レビュー報告書及びミニッツ準備 

4月23日（月） ・中間レビュー報告書準備 

・プロジェクト関係者（C/P：6名、プロジェクト専門家：4名）との中間レビ

ュー報告書協議 
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月 日 活  動 

4月24日（火） ・保健省側担当者（3名）との合同評価報告書協議 

・Leyte-Leyte RHU、Palarao BHSサイト視察 

・Leyte-Leyte市長表敬訪問 

4月25日（水） ・JCC会合 

・合同評価報告書報告 

4月26日（木） 【調査団】移動日 

・タクロバン→マニラ 

・JICAフィリピン事務所報告 

4月27日（金） 【調査団】移動日 

・マニラ→成田 

 

１－４ 主要面談者 

本調査では、プロジェクトの実質的な運営管理にかかわる専門家及びプロジェクトの実施サイ

トにおける東ビサヤ地域・州・町レベルの関係者だけでなく、実際にサービス提供に携わってい

る関係者から広く情報を収集した。また、マニラ首都圏においては、中央の保健省担当官とも面

談し、情報収集・意見交換を行った。（面談者の詳細については、付属資料「1．ミニッツ・合同

評価報告書」の「Annex-4」を参照） 

 

１－５ 評価手法 

本中間レビュー調査では、データ収集方法として、質問票（評価グリッドをもとに作成）、文献

レビュー（PDM最新版、事前評価調査報告書、プロジェクト専門家報告書、現地収集資料等）、関

係者へのインタビュー、町保健所（Rural Health Unit：RHU）/地区保健所（District Health Center：

DHC）、バランガイヘルスステーション（Barangay Health Station：BHS）ほか関係機関の視察、調

査を実施した。サイト視察に関しては、トレーニング機関かつトップリファラル病院である東ビ

サヤ地域医療センター（Eastern Visayas Regional Medical Center：EVRMC）のほか、レイテ州にお

いてはターゲット機関であるRHU/BHSのうち6機関ずつ（Hindang RHU/Doos de Norte BHS、Merida 

RHU/Lib Jo BHS、Leyte-Leyte RHU/Palarao BHS、Dulag RHU/Tabu BHS、Tanauan RHU/San Miguel 

BHS）、オルモック市においてはターゲット機関であるDHC/BHSのうち3機関（San Pablo DHC、Ipil 

DHC/Macabug BHS、Valencia DHC）を訪問した。また、レイテ州の3町長（Hindang、Dulag、Leyte-Leyte）

及びオルモック市長を訪問し、監督機関としてはEVRMCを含めた5つのリファラル州立地区病院

関係者（EVRMC、オルモック州立地区病院、西レイテ州立地区病院、ヒロンゴス地区病院、レイ

テ州立病院）にインタビューを行った。サイト視察で得られた結果は、基本的な情報収集のほか、

プロジェクト専門家やDOH-CHD EV及び州保健局（Provincial Health Office：PHO）/市保健局（City 

Health Office：CHO）のC/Pのインタビュー結果との整合性を確認することに利用された。 

収集した定性的・定量的データを分析し、評価5項目に従って評価結果を取りまとめ、日本側及

びフィリピン側から構成される合同評価委員会で評価結果を検証、提言と教訓を取りまとめた。 

なお、本調査の結果として、PDMの改訂が必要との認識に至ったが、プロジェクト関係者の間

での更なる議論が必要であることから、今回は改訂に向けた提言という形で取りまとめた。 
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１－６ 調査方針 

日本及びフィリピン両国から評価メンバーを選出し、以下のとおり合同で評価を実施する。評

価結果は合同評価報告書にまとめ、協議・合意する。 

 

（1）プロジェクトの実績（プロジェクト目標、成果の達成度、投入実績等）や実施プロセスを

含むプロジェクト情報を整理し、実施状況の把握･分析を行う。 

項 目 視 点 

実績の検証 

・投入は計画通り実施されたか 

・成果は計画通り達成されたか 

・プロジェクト目標は達成されるか 

・上位目標達成の見込みはあるか 

実施プロセス

の検証 

・活動は計画通りに実施されたか 

・技術移転の方法に問題はなかったか 

・プロジェクトのマネジメント体制（モニタリング、プロジェクト内コミュニ

ケーションなど） 

・実施機関やC/Pのプロジェクトに対する認識は高いか 

・実施過程で生じている問題や、効果発現に影響を与えた要因は何か 

 

（2）評価調査に必要な評価設問を検討し、評価5項目ごとに具体的な評価設問を設定し、評価デ

ザインとして「評価グリッド」を作成する。 

評価5項目 視 点 

妥当性 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、評価を

実施する時点において妥当か、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日

本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当かを

問う。 

有効性 
プロジェクト期間中に、プロジェクトの成果によってプロジェクト目標が達成

される見込みがあるかを問う。 

効率性 
プロジェクトのコストと効果の関係に着目し、投入要素等が有効に活用されて

いるか（あるいは、されるか）を問う。 

インパクト 
プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果を

みる。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

持続性 
協力が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは、

持続の見込みがあるか）を問う。 

 

（3）質問票に対する回答、現地調査（関係者へのインタビュー、町保健所/地区保健所視察等）

を行う。評価グリッドに基づき、各分野の評価･分析とともにプロジェクトの総合的な評価を

行い、合同評価報告書案を作成する。 

 

（4）プロジェクト合同評価委員会を開催し、合同評価報告書を完成させる。 

 

（5）合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）を開催し、合同評価報告書を報告する。 
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（6）帰国後、報告会を開催し、中間レビュー調査報告書を作成する。 

 



 

－6－ 

第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ プロジェクトの基本情報 

フィリピンにおいては、約半数の出産が第4子以上であることや前回の出産との間隔が24カ月以

内であるなど、少なくとも一つのリスク要因が伴うとされている。2006年の家族計画調査によれ

ば妊産婦死亡比は出生十万当たり162となっており、1998年の国家人口保健調査（National 

Demographic and Health Survey：NDHS）の172と比較して若干減少しているものの、今後減少が大

幅に加速されないかぎり、2015年までのMDG達成（出生十万当たり52）は無理であるとの見解が

支配的である。一方、5歳未満児死亡率は過去15年の間に出生千当たり55（1998～92年）から34（2003

～07年）へと、また乳児死亡率は同34から25へと減少傾向が認められ（NDHS, 2008）、保健省では

今後新生児の死亡を抑えることで、MDG目標である5歳未満児死亡率21が達成可能であるとみてい

る。 

東ビサヤ地域は首都マニラの南東に位置し、サマール島及びレイテ島を主とした大小の島々で

構成される。妊産婦死亡比は7番目、乳児死亡率は5番目に高い。乳児死亡の約半分は生後7日以内

の新生児死亡が占めている。リスクの高い出産が多いにもかかわらず、有資格の保健医療従事者

による出産介助や施設における分娩の割合は低い水準にとどまっている。こうした現状のなかで、

分娩介助、妊産婦健診や産後健診といったサービスを提供する施設の整備、緊急産科･新生児ケア

のサービスを提供できる医療従事者の確保は、東ビサヤ地域における母子保健プログラムの優先

課題である。 

こうした背景のなかで、JICAは東ビサヤ地域ビリラン州及びコーディレラ地域イフガオ州で実

施した「母子保健プロジェクト」（2006年3月～2010年3月）の成果と教訓を受けて、当該プロジェ

クトの成果を地域内の他州にも広げるべく、2010年7月に本プロジェクトを開始した。プロジェク

トの対象地域は、東ビサヤ地域のうちレイテ州とオルモック市を対象として実施されている。 

 

２－２ 本プロジェクトのデザイン 

今回の中間レビューのもととなる2011年10月改訂によるPDM ver.1によると、プロジェクトの概

要は以下のとおり。 

プロジェクト名 和名：東ビサヤ地域母子保健サービス強化プロジェクト 

英名：The Project for Strengthening Maternal and Child Health Services in Eastern 

Visayas 

実施地域 東ビサヤ地域 

実施期間 2010年7月15日から2014年7月14日までの4年間 

実施機関 日本側： 

短期専門家計6名（チーフアドバイザー/母子保健1, 副チーフアドバイザー

/母子保健2、プロジェクト/研修コーディネーター/1、2、3、保健情報シス

テム） 

フィリピン側： 

保健省本省（DOH）、保健省東ビサヤ地域保健局（DOH-CHD EV）、レ

イテ州保健局（PHO）、オルモック市保健局（CHO） 

上位目標 対象地域における妊産婦死亡比と新生児死亡率が減少する。 
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プロジェクト目標 
対象地域において安全な分娩及び産前産後のケアを受ける妊産婦及び新生

児が増加する。 

成果 1. 基礎的緊急産科・新生児ケア（BEmONC：Basic Emergency Obstetric and 

Newborn Care）（サービス対象施設）、または保健省新母子保健政策

（MNCHN：Maternal, Neonatal and Child Health and Nutrition Strategy）行
政令を実践する施設が増加する。 

2. 公共部門の保健医療従事者のBEmONC/MNCHNサービス提供に係る専門

技術が向上する。 

3. 質の高いBEmONC/MNCHNサービスを確立・維持するための保健省東ビサ

ヤ地域保健局及び州・市保健局のマネジメント機能が向上する。 

4. BEmONC候補施設の保健区域においてコミュニティ・ヘルス・チームが組

織化され、運営される。 

5. BEmONC候補施設の保健区域において、妊婦（とその家族）が

BEmONC/MNCHNサービスを得るための政策的支援が強化される。 
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第３章 PDMの変遷 
 

今回の中間レビューにおいては、2011年10月18日にJCCから正式に承認されたPDM Ver. No. 1を

使用した。業務実施報告書によると、改訂PDMは州レベルプロジェクト執行委員会（Executive 

Committee：ExeCom）や市レベルExeComにおいて十分協議されたあと、地域運営委員会（Regional 

Management Committee：RMC）によってレビューされ、JCCによって2011年10月18日に正式に承認

された。 

主な改訂内容としては、保健省政策の変更に合わせ、婦人保健チーム（Women’s Health Team：

WHT）をコミュニティ・ヘルス・チーム（Community Health Team：CHT）に変更し、2-5の活動「第

1次医療施設における妊産婦・新生児ケアのサービス提供マニュアル（Community-Managed Maternal 

and Newborn Care）に準拠した研修をすべての町保健所/地区保健所の保健医療従事者を対象として

実施する」を、改訂後2-4の活動「ターゲット施設のカバーするBHSの助産師を対象としたBEmONC

研修（助産師版）を提供する」に融合させるために削除した。（PDM Ver. No.1への改訂の詳細につ

いては、付属資料「3．PDMver0からPDMver.1への変更の詳細」を参照） 
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第４章 プロジェクトの実績・実施プロセス 
 

４－１ プロジェクトの実績 

４－１－１ 日本側投入実績 

日本側の専門家の投入、機材の投入及び研修の実施については、内容は全体的には適当であ

る。タイミングについては、保健省内での各種手続きにより、EVRMCの機材導入が遅れたもの

の、大方適当であった。（同投入の内訳等については、付属資料「1．ミニッツ・合同評価報告

書」の「Annex-6」を参照） 

 

（1）専門家の派遣 

2010年7月から2012年3月31日までの間に、6名の短期専門家が、表4-1に示すとおり派遣さ

れた10。 

 

表４－１ 専門家派遣実績 

氏名 派遣分野 派遣期間 

石賀 智子 

（アイ・シー・ネット） 
チーフアドバイザー/母子保健1 

2010.07.15-2010.08.10 

2010.10.17-2010.12.04 

2011.02.16-2011.03.22 

2011.04.24-2011.06.11 

2011.08.01-2011.08.21 

2011.10.15-2011.11.03 

2011.11.07-2011.11.20 

2012.02.12-2012.03.31 

斎藤 祥子 

（アイ・シー・ネット） 
副総括/母子保健2 

2010.08.06-2010.10.19 

2011.07.27-2011.10.14 

2012.01.05-2012.02.08 

2012.03.22-2012.03.31 

佐藤 千咲 

（アイ・シー・ネット） 
研修管理1/業務調整1 

2010.07-15-2010.08.13 

2010.10-26-2010.12.10 

2011.02.08-2011.03.31 

2011.05.05-2011.05.19 

2011.06.04-2011.06.15 

2011.08.18-2011.10.14 

2012.01.05-2012.02.08 

2012.03.22-2012.03.31 

若松 邦佳 

（アイ・シー・ネット） 
研修管理2/業務調整2 

2010.07.15-2010.10.27 

2011.01.12-2011.04.06 

2011.05.18-2011.06.01 

2011.08.30-2011.11.18 

2012.01.05-2012.02.22 

                                                        
10 表4-1においては、現在わかっている派遣予定についても記入されている。 
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氏名 派遣分野 派遣期間 

水野 俊樹 

（アイ・シー・ネット） 
研修管理2/業務調整2 2012.02.09-2012.03.09 

林 亜紀子（HANDS） 保健情報管理 

2010.11.07-2010.12.06 

2011.03.27-2011.05.10 

2011.08.01-2011.09.23 

2012.03.24-2012.03.31 

 

（2）研修 

調査開始時点（2012年4月10日）において、本邦研修に6名が参加した。その他、延べ1,010

名が国内で開催された研修コースやセミナーに参加している。（詳細は、付属資料「1．ミ

ニッツ・合同評価報告書」の「Annex-6」を参照） 

 

表４－２ 本邦研修実績 

種類 研修名 期間 参加者数

本邦研修 

Training maternal health：Assistance for the 

improvement of regional level maternity care  
28日間 1 

Midwifery course for safe motherhood  41日間 2 

Improvement of Maternal Care（Focus on MDG 5） 24日間 2 

Human Resource Development for Rural Community 

Health  
32日間 1 

 

表４－３ 国内研修・セミナー開催実績 

種類 研修名 日数 参加者数

国内研修 

BEmONC team training 11日 72 

Post training assessment & refresher training 2日 72 

BEmONC training for midwives 7日 120 

BEmONC facilitator's training 2日 11 

Supportive supervision（supervisors） 3日 38 

Supportive supervision（Supporting the 

implementation of supervision） 
1日 10 

MNDR training 2日 250 

MNDR facilitator's training 2日 11 
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国内研修 

CHT training 2日 512 

CHT facilitators' training 2日 237 

Health Information training（Data Quality Check 

Orientation Workshop） 
1日 4 

Health Information Facilitator's training

（workshop for training materials） 
1日 7 

 計 1,010 

 

（3）機材供与 

EVRMCへの機材供与については、受入側の施設整備及び保健省側の都合により納入が遅

れたが、それ以外の対象施設（町保健所/地区保健所）に対する必要機材の確認・検討、導

入は予定通りに完了した。また、EVRMCについても、予定された機材の供与は完了し、プ

ロジェクトの医療機材及び研修機材の調達は完了している。（内訳は、付属資料「1．ミニ

ッツ・合同評価報告書」の「Annex-6」を参照） 

 

４－１－２ フィリピン側投入実績 

フィリピン側は、PDMで定められたとおりの投入を実施している。C/Pの配置、予算措置、土

地・建物・資材提供に係るフィリピン側の投入は以下のとおり。（同投入の内訳等については、

付属資料「1．ミニッツ・合同評価報告書」の「4-1 The Project Performance」、「4-1-1 Input」、「（2）

Philippine side」及び「Annex-5」を参照） 

 

（1）C/Pの配置 

プロジェクトに関するC/P側のマネジメント担当者である6名を含め、合計48名のC/Pが配

置されているほか、14名の関係者がプロジェクトと密接にかかわっている。C/Pは全員フル

タイムではなくパートタイムであるが、C/P以外の職員やCHTボランティアの間でもプロジ

ェクトの認識度は高く、プロジェクト専門家がキャパシティ・ビルディングを行ったスタ

ッフの数は多い。（C/Pリストについては、付属資料「1．ミニッツ・合同評価報告書」の

「Annex-5」を参照） 

 

（2）日本側専門家の執務スペース及びBEmONC/母子保健（Maternal and Child Health：MCH）

サービスに必要なインフラ整備 

フィリピン側からは、PDMに沿ったプロジェクト実施に必要な執務スペースがDOH-CHD 

EV及びオルモック市において確保されている。 

RHU/DHC、EVRMC、地区病院についても、保健省による増改築、修繕が実施されてき

ている。 

 

（3）プロジェクトに必要な予算措置 

フィリピン側は、下記についてのプロジェクト運営に必要な予算措置を行っている。 

・水道、光熱、インターネット接続等 

・機材の維持管理費はこれから発生するものと考えられるが、RHU/DHCにおいては、管
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轄のLGUsがカバーすることになっている。 

・DOH-CHD EVの関係者のプロジェクトサイト監理に必要な費用 

・国内における研修員の交通費 

・サービス提供に必要なロジ及び消耗品の提供 

保健省や州保健局/市保健局のほか、LGUにおいても、母子手帳の増刷、DOH-CHD EV及

び州保健局によるターゲット地域外における助産師版BEmONC研修への参加費やCHTオリ

エンテーション費用などの活動に対する支出が始められている。 

 

４－１－３ 成果の実績 

PDM Version No. 1（2011年10月18日版）で定められている成果達成の指標のうち、調査が行わ

れた段階で、既に達成している指標も存在するなど、各成果の進捗は適切であると考えられる。

しかしながら、指標の中には成果を達成しているかどうかを判断するのに適切ではないと考え

られる指標も存在している（詳細については、各対象成果、指標を参照）。 

 

【成果1】BEmONC（サービス対象施設）、またはMNCHN行政令を実践する施設が増加する。 

現在、保健省による増改築が行われている施設があるため、期待されているレベルのサービ

スを提供することができない施設が存在するものの、すべての活動は問題なく進捗しており、

同インフラ整備が完了すれば、この成果はプロジェクト終了までに達成されると考えられる。 

 

指標1-1 すべての対象施設（レイテ州：18町保健所、１地区病院、１町病院、オルモック

市：5地区保健所）が、BEmONCサービスを提供する。 

機材の調達は完了し、すべての対象施設はBEmONCサービス及び妊産婦ケアパッケージ

（Maternity Care Package：MCP）認証に必要な機材を備えている。保健省による増改築が完

了すれば、すべての対象施設はBEmONCサービスを提供できる。 

 

指標1-2 すべての対象施設（レイテ州：18町保健所、オルモック市：5地区保健所）が、

MCP施設の認証を受けている。また、認証を受けたすべての対象施設が定期的にPhilHealth

の保健還付金を受領している。 

レイテ州では、85％の対象施設はMCP認証済みとなっており、残りの15％においても、

既に更新を申請済みとなっている。オルモック市については、すべての対象施設がMCP認

証されている。町保健所及び地区保健所においてはMCP認証を毎年更新する必要があり、

PhilHealthは、毎年、年の初めに承認プロセスを開始する。承認プロセスが完了すれば、す

べての対象町保健所/地区保健所はMCP認証されると考えられる。 

保健還付金については、レイテ州においてはMCP認証を受けた17施設のうち、9施設は

2010年及び2011年の保健金還付を受けたが、妊産婦ケアパッケージプラス（Maternity and 

Newborn Care Pacage：MCP＋）認定を受けた10施設のうち、還付を受けることができたのは

2010年は2施設のみ、2011年には還付金を受けた施設はなかった。オルモック市においては

MCP認定を受けた5施設のうち2010年に還付を受けたのは4施設、2011年は3施設。MCP＋認

証を受けた5施設のうち2010年に還付を受けたのは3施設で、2011年に還付を受けた施設は

なかった。 
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同指標には2つの指標が含まれており、後者（PhilHealthから保健還付金を受けている）に

ついては保健金が還付されるかどうかはプロジェクト内で解決できない外部条件によると

ころが大きい。 

 

【成果2】公共部門の保健医療従事者のBEmONC/MNCHNサービス提供に係る専門技術が向上

する。 

予定されていた活動は計画通りに実施されている。 

しかしながら、研修を受けた医療・保健従事者が技術アセスメントにおいていまだ満足のい

くレベルに達していないため、今後サポーティブスーパービジョンや再研修を通して、特にパ

ルトグラフ技術を改善することが期待される。 

EVRMCは、プロジェクトの支援を受けて研修モジュールを改善したこともあり、その研修機

能が格段に改善され、保健省によりBEmONC研修施設として認定を受けた。現在は、対象施設

や対象以外の医療施設に対しても、BEmONC及び助産師への能力強化研修を提供することがで

きるようになった。 

 

指標2-1 すべてのBEmONCチーム・メンバー（医師、看護師、助産師）が、BEmONC研

修を受講する。 

対象施設である25医療施設から27のBEmONCチームがBEmONC研修を修了した。27の研

修のうち、24研修はプロジェクトからの資金供与により実現したが、3研修は保健省/州保健

局からの予算手当により実現した。同指標は達成している。 

 

指標2-2 対象施設の全助産師（レイテ州：105、オルモック市：20）が、BEmONC研修（助

産師版）を受講する。 

現在、助産師のための研修名は「妊産婦及び新生児ケア助産師のキャパシティ強化」に

変更されており、対象助産師数はレイテ州108人、オルモック市12人に調整されている。 

10グループのうちの7グループ（84名）の研修は修了しており、残りの3グループ（36名）

についても近日中に研修が実施される予定となっている。研修修了者は、BEmONC指定医

のもとで経験を積んだあと、6カ月後に認定試験を受けることになっている。1名の助産師

が健康上の理由でドロップアウトしているが、同指標は達成できる可能性が高い。 

 

指標2-3 研修の結果、受講者（保健医療従事者）の80％が満足のいく専門技術レベルを維

持する。 

研修1年後の技術アセスメントが2012年3月と4月に実施され、72名のうち88％の研修受講

者が知識に関しては合格レベル（80％）に達していたが、パルトグラフ技術については68

名のうち合格レベル（65％）に達したのは62％にすぎなかった。 

 

【成果3】DOH-CHD EV及び州・市保健局のBEmONC/MNCHNサービスのマネジメントが強化

される。 

関係者の中では他の成果よりも達成が難しいと考えられている成果の一つであったが、ほぼ

計画通りに活動は実行されており、いくつかの指標は既に達成されているものもあった。 
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指標3-1 妊産婦の死亡症例の80％及び新生児の死亡症例の50％が州・市レベル及びレイテ

州ILHZレベルにおいて検討され、低減のためのフォローアップが実施される。 

レイテ州においては、2010年には74％の妊産婦の死亡症例が検討されたが、新しい妊産

婦・新生児死亡症例検討プロトコルの研修が遅延したために、2011年は1件の死亡症例を検

討しただけとなった。オルモック市については、2010年、2011年ともすべての妊産婦死亡

症例の検討がなされている。 

新生児の死亡症例検討については、フィリピンにおいてはガイドラインや死亡症例検討

の方法が策定されていなかったため、まだ死亡症例検討は実施されていない。また、新生

児の死亡症例はレイテ州だけでも年間100件を超えているため、50％の死亡症例検討を行う

ことは現実的ではないと考えられる。保健省は死亡症例検討数を増やすことではなく、実

際に死亡症例検討によってシステム内の問題を明らかにしたうえで、LGUがどのようにそ

の問題に取り組むかということに重点を置くべきだとしている。 

同指標には2つの指標が含まれており、整理し直す必要がある。 

 

指標3-2 町保健所/地区保健所においてMNCHN/BEmONCサービス提供のモニタリング及

び監督ツールが利用可能となっている。 

英語の指標と日本語の指標でのニュアンスの違いがあった（上は英語の指標を訳したも

の）。 

BEmONCサービスの数々の側面をカバーする監督ツール一式が開発されており、同指標

は達成されている。 

同指標は、活動3-7「対象施設に対してMNCHN政策とBEmONCサービスに係るモニタリ

ングとスーパービジョンを実施する」が、一部達成されたことがわかる指標となっている。 

 

指標3-3 プロジェクト期間中に地域及び全国レベルで、少なくとも10回プロジェクトの成

果と教訓についてのプレゼンテーションが行われる。 

JCC、RMC、レイテ州及びオルモック州におけるExeCom（各3回ずつ）、保健達成者認定

及び保健サミット、地域MNCHN会合（2回）、共同自治体間保健連携ゾーン（Inter-Local Health 

Zone：ILHZ）役員会合及び実施のための共同アセスメントプログラム会合でプロジェクト

の成果や教訓についてのプレゼンテーションが行われている（計18回）。 

同指標に、プロジェクトの定期会合が含まれているため、指標の内容を明確にする必要

がある。 

 

指標3-4 地区保健所で回収されたリファラル票の割合 

レイテ州及びオルモック市共に、リファラルシステムはまだ完全に機能していない状態

にある。25対象施設に対して実施したサンプル調査によると、過去6カ月にリファラルのフ

ィードバックを受けた割合は平均約18％となっており、医療施設ごとに大きく異なる結果

が出ている。一般的には、オルモック市のほうがリファラル票回収率は良いが、リファラ

ルシステムの支援は今後の課題となっている。 

同指標については、達成度合いの検証が可能な表現にする必要がある。 
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指標3-5 包括的緊急産科ケア（Comprehensive Emergency Obstetric and Newborn Care：

CEmONC）施設へのリファー件数に占める合併症を伴う妊娠・出産症例の割合 

指標3-4にもあるように、レイテ州及びオルモック市共に、リファラルシステムはまだ完

全に機能していない状態にあり、各施設レベルでリファラルに関するデータが集められて

いない。 

同指標は、その意図を明確にする必要がある。必要なデータが入手困難であることもあ

り、リファラルの質の向上をアセスメントするには不適な指標であると考えられる。 

 

【成果4】BEmONC候補施設の保健区域においてCHTが組織化され、運営される。 

すべての活動は計画通りに実施されたがまだ開始されていない活動もあり、CHTボランティ

アに関する指標に関してはまだ進捗していないものも存在した。しかしながら、プロジェクト

完了までには達成できる可能性が高い。 

 

指標4-1 CHTガイド修正版の有無 

プロジェクトチーム及びCHTテクニカルワーキンググループは、CHTガイドブックを含

む研修教材を開発した。同指標は達成している。 

 

指標4-2 訓練を受けたCHTの指導者数（レイテ州：36、オルモック市：10） 

プロジェクトにおいて、CHTのための指導者研修を実施し、2011年5月までに246名の指

導者が養成され、既に指標の値を上回っている。 

 

指標4-3 BEmONC候補施設の管轄地域内の優先バランガイ（レイテ州269、オルモック市：

36）でCHTのオリエンテーションが実施される。（レイテ州：492、オルモック市：72とい

うバランガイ総数中） 

レイテ州の314バランガイ（269の優先バランガイを含む）及びオルモック市の49バラン

ガイ（36の優先バランガイを含む）においてCHTオリエンテーションが開催され、既に指

標の値を上回っている。 

 

指標4-4 優先バランガイ（レイテ州：269、オルモック市：36）の妊婦の80％が出産計画

をCHTとともに作成する。 

2011年11月から2012年1月のレイテ州及びオルモック市の対象町のCHTの月1回の報告書

レビューのアセスメントによると、CHTメンバーによって認識されている妊婦のうち、平

均約62％（レイテ州：66％、オルモック市：58％）が出産計画を持っていた。 

私立医療機関で出産を希望する妊婦のほとんどはCHTと出産計画を作ることを希望して

いないが、それによりCHTが活動的でないということにはならない。状況分析や更なるフ

ォローアップが望まれるが、CHTのサポートを受けている妊婦に限ることが望ましい。 

 

指標4-5 優先バランガイ（レイテ州：269、オルモック市：36）において80％のCHTが活

発に活動している。 

プロジェクトによって実施されたサンプル調査によると、73％のCHTメンバーは活発に
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活動しているとBHSの助産師によって評価されている。 

同指標は、何をもって「活発」と評価するかどうか明確にする必要がある。 

 

【成果5】BEmONC候補施設の保健区域において、妊婦（とその家族）によるBEmONC/MNCHN

サービ利用に対するLGUの支援が強化される。 

関係者の中では、他の成果よりも達成が難しいと考えられている成果の一つであり、いくつ

かの指標については既に達成されているものもあるが、成果5の達成指標は外部要因に左右され

る要因が多く、成果5の活動内容のみで同指標を達成するのは困難と考えられる。 

 

指標5-1 すべての対象町保健所/地区保健所が母子手帳を妊婦に配布している。 

母子手帳の改訂後、DOH-CHD EVにより約55,000部が印刷され、優先バランガイで利用で

きるよう、対象18町及び5地区に配布された。また、州保健局及び市保健局についても、母

子手帳増刷のための予算を確保している。 

CHTによると、56％の妊婦が母子手帳を所持している（レイテ州：60％、オルモック市：

46％）。同データは、指標4-4「優先バランガイ（レイテ州：269、オルモック市：36）の妊

婦の80％が出産計画をCHTとともに作成する」というデータを確認するためにプロジェク

トが実施したサンプル調査が元になっているが、現在フィリピンでは母子手帳の町保健所/

地区保健所への配布数を管理しているのみで、その配布方法や、妊婦への配布数は管理さ

れていないため、同データの入手は困難である。また、本指標に関連するプロジェクト活

動は、母子手帳の現地語バージョンへの改善を支援し、第1刷を実施したことにとどまるた

め、母子手帳が再刷されているというポジティブな兆しがみられるものの、成果5の達成を

測る指標としては不適切であると考えられる。 

 

指標5-2 オルモック市とレイテ州の対象町保健所のある町すべてにおいて、MNCHN関連

の政策（例：施設分娩、ユーザーフィー制度の条例、決議）が制定されている。 

オルモック市及びレイテ州の18町すべてにおいて、施設分娩及び料金徴収に関する条例

もしくは決議がなされており、同指標は達成している。 

施設分娩、料金徴収及びCHTへの奨励金は一つの条例・決議にまとめられているため、

同指標は、指標5-4「オルモック市とレイテ州の対象町保健所のある町すべてにおいてCHT

に係る政策（条例、決議）が制定されている」と同じ結果となる。 

 

指標5-3 すべての対象町保健所/地区保健所においてユーザーフィー制度が実施されてい

る。 

すべての対象町保健所/地区保健所のある町・市において、プロジェクト2年次に料金徴収

に関する政策（条例もしくは決議）が制定されているが、町や市によっては、無償医療政

策を変更する予定は全くない自治体があるために、同指標達成のいかんはプロジェクトの

活動を超えた外部要因によるところが大きいと考えられる。 
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指標5-4 オルモック市とレイテ州の対象町保健所のある町すべてにおいてCHTに係る政

策（条例、決議）が制定されている。 

オルモック市及びレイテ州の18町すべてにおいて、CHTへの奨励金に関する条例もしく

は決議がなされており、同指標は達成している。 

しかしながら、前述（指標5-2）のように、施設分娩、料金徴収及びCHTへの奨励金は一

つの条例・決議にまとめられているため、同指標は指標5-2「オルモック市とレイテ州の対

象町保健所のある町すべてにおいて、MNCHN関連の政策（例：施設分娩、ユーザーフィー

制度の条例、決議）が制定されている」と同じ結果となる。 

 

指標5-5 PhilHealthの健康保険制度に加入している貧困層（下位25％に属する世帯）の割

合が100％に増加する。 

2012年3月の時点において、PhilHealthへの加入状況は、レイテ州においては66％、オルモ

ック市については53％となっているが、PhilHealthの加入金が100％増となり、しかもLGU

への政府の補助金が打ち切られることが決まっているため、同指標の達成にはプロジェク

ト活動を超えた外部要因が大きく影響することが予想される。 

 

指標5-6 すべての対象町保健所/地区保健所が、MCPの還付金収入またはユーザーフィー

をCHTに配分している。 

オルモック市及びレイテ州の18町すべてにおいて、プロジェクト2年次の2011年11月に開

催されたILHZ合同役員会において、CHTへの奨励金に関する条例もしくは決議がなされて

おり、MCPの還付金もしくは徴収された料金がCHTに配分されることが期待されている。 

しかしながら、多くの対象町保健所/地区保健所においては、LGUからMCP還付金を受け

取ってはおらず、料金徴収を実施することができない医療施設もあるため、同指標は成果5

の活動を実施することにより達成可能な範疇を超えていると考えられる。 

 

４－１－４ プロジェクト目標の達成度 

【プロジェクト目標】 

対象地域において安全な分娩及び産前産後のケアを受ける妊産婦及び新生児が増加する。 

全体的に、成果の達成状況は適切であり、インタビューを受けたすべてのC/Pは、プロジェク

ト終了までにプロジェクト目標達成を測る指標を達成できると考えている。したがって、プロ

ジェクト目標はプロジェクト期間中に達成することができる可能性はあるが、2010年にUSAID

の支援により保健省が実施した地域保健サービス情報システム（Field Health Services 

Information System：FHSIS）のデータクリーニングの結果、ベースラインデータとして利用し

ていたFHSISデータが正確でなかったという可能性がある。 

    

指標1．対象地域における施設分娩の比率が70％となる。 

（2009年ベースライン・データ：レイテ州 42％, オルモック市42％） 

施設分娩は、2011年のデータによると、レイテ州が71.3％、オルモック市が75.0％となって

おり、既に指標を達成している。FHSISデータクリーニングにより、施設分娩の比率が上方修

正されたため（レイテ州は52.5％から57％、オルモック州は59.8％から64.8％）、同指標の目標
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値を改正することが望ましい。また、同指標には私立の施設分娩比率が含まれていないため、

同データに含まれるようにデータ収集することが望ましい。 

 

指標2．対象地域の妊婦の70％が妊娠中に最低4回（うち1回は第1期（妊娠12週まで））の妊産

婦健診を受ける。 

（2009年ベースライン・データ：レイテ州38％, オルモック市70％） 

最低4回（うち1回は第1期（妊娠12週まで））の妊産婦健診を受ける（4 Ante-Natal Check：

4ANC）割合は、2011年においてはレイテ州28.0％、オルモック市34.2％となっている。しか

しながら、FHSISのデータクリーニングの結果、2010年の4ANCの割合はレイテ市は12.8％減

（35.1％から22.3％）、オルモック市は40.1％減（68.6％から28.5％）となっている。 

オルモック市の目標値とベースライン値が同じになっているなど、同指標の目標値の改正

が必要であると思われるが、目標値の設定はデータクリーニング後のデータの変更を受け、

注意深く行う必要がある。 

 

指標3．対象地域の産婦の80％が最低２回産後健診を受ける。 

（2009年ベースライン・データ：レイテ州60％, オルモック市84％） 

産婦が2回以上産後健診を受ける（2 Post-Partum Visits：2PPV）割合は、2009年から2011年

の間にレイテ州においては60％から67％に増加し、オルモック市においては84％から76％に

減少している。データクリーニングにより、ベースラインの値は下方修正が必要であると考

えられるが、その修正幅は大きくないため、同指標はいまだ適切であると考えられる。 

 

４－１－５ 上位目標の達成見込み 

【上位目標】対象地域における妊産婦死亡比と新生死亡率が減少する。 

中間レビュー調査時点において、上位目標達成見込みを検証するのは時期尚早であるが、

プロジェクト目標と上位目標は密接に関係しており、プロジェクト目標がプロジェクト期間

内に達成されれば、プロジェクト終了後数年の間に達成する見込みは大きいと考えられる。 

 

指標1．対象地域における妊産婦死亡比が減少する。 

（2009年ベースライン・データ：レイテ州39.6％、オルモック市63.4％） 

 

指標2．対象地域における新生児死亡率/乳児死亡率が減少する。 

（2009年ベースライン・データ：＜新生児死亡率＞レイテ州 データ無し、オルモック市3.0、

＜乳児死亡率＞レイテ州 7.6、オルモック市8.5） 

 

指標3．対象地域における年間の妊産婦死亡数の減少傾向 

（2009年ベースライン・データ：レイテ州 12, オルモック市3） 

 

指標4．対象地域における年間の新生児死亡数の減少傾向 

（2009年ベースライン・データ：レイテ州 データなし、オルモック市14） 
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指標5．対象地域における出産の80％が施設において行われる。 

（MNCHN政策の目標値） 

 

４－２ 実施プロセスの検証 

（1）活動 

プロジェクトは、おおむねPDM及びPO通りに、活動を実施している。（同活動の内訳等につ

いては、付属資料「1．ミニッツ・合同評価報告書」の「Annex-3」を参照） 

 

（2）キャパシティ・ビルディングの方法 

本プロジェクトにおいては、本邦研修やフィリピン国内での研修、OJT、専門家によるセミ

ナー等により、キャパシティ・ビルディングを包括的にサポートしている。キャパシティ・

ビルディングの手法に問題はみられず、C/Pをはじめとする関係者からの評価は高かった。 

特に、EVRMCのC/Pからは助産師のキャパシティ強化のための研修のために再編されたモ

ジュールが他の研修にも適用できると高く評価されていた。 

専門家からの支援に対して満足度が高かったが、C/P及び専門家共、1回の派遣期間を長く

することがさらに望ましいという声があった。 

 

（3）プロジェクト管理 

プロジェクト管理に何ら問題はみられなかった。 

JCC以外にも、プロジェクト運営のためにPOを策定し、プロジェクト実施について年間レ

ビューを行い、問題があった際にはすぐに対応できるよう、DOH-CHD EV局長を議長とする

RMCが設置されている。各州・市レベルの問題に対応するため、レイテ州とオルモック市そ

れぞれにLocal Chief Executive（LCE）を議長とするExeComが設置されている（成果3の活動に

明記されている）。 

日本人専門家が短期間でフィリピン訪問している間の協働作業は時間的制約が大きく、お

互いの予定を合わせるのが困難であるにもかかわらず、日本人専門家とC/Pの関係は緊密で、

日本人専門家の貢献はC/Pのすべてのレベルにおいて高く評価されていた。 

 

（4）プロジェクトに対する認識 

インタビューしたCHTボランティアを含むC/Pやターゲットグループにおいて、プロジェク

トに対する認識度は高かった。町長、市長レベルにおいては、プロジェクトの存在を認識し

ていたが、詳細については認識の程度に差があった。 

 

（5）プロジェクト効果に影響した貢献要因 

プロジェクトの開始後すぐに改善効果がみられた貢献要因としては、フィリピンのMNCHN

政策の施行が開始されたことやPhilHealthのLGUに対する加入報酬金制度があげられる。 

その他、レイテ州は「Kalusugan Pangkalahatan/Universal Health Care（KP）12州」に指定さ

れ、州保健局内での機運が高まっている。また、オルモック市は保健を優先分野の一つとし

て重点的に予算手当を行っており、プロジェクト目標達成に向けたプロジェクト活動の実施

に貢献している。 
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（6）プロジェクト効果に影響する可能性がある阻害要因 

2012年中は猶予期間となっているものの、PhilHealthの加入金が100％増となり、LGUへの政

府の補助金が打ち切られることが決まっているため、貧困層のPhilHealth加入数に影響する可

能性が高い。 

 

（7）今後プロジェクト効果に影響する可能性がある要因 

2011年10月、保健省はUSAIDの支援により、KP政策（万人への保健・医療サービス提供を

目標とする政策）に基づき新しいCHTガイドラインを策定した。同ガイドラインは貧困層を

ターゲットとし、母子保健よりも広い範囲を網羅するものとなっている。現在、プロジェク

トにおいてはC/P及びCHTボランティアへの混乱を避けるため、新CHTガイドラインの内容と

の調和化を図っているが、今後プロジェクト目標達成に向けて影響する可能性がある。 

 

（8）他のステークホルダーとの連携 

本プロジェクトは他ドナーと地理的な配分を考慮されているが、ビサヤ地域の保健セクタ

ーでは、USAIDが活発な主要ドナーとなっている。USAIDは同地域においてPRISM2（PRIvate 

Sector Mobilization for Family Health Project - Phase 2）、HealthGov（Strengthening Local 

Governance for Health）、HealthPRO（Health PROmotion and Communication Project）及びHPDP

（Health Policy Development Program）という4つのプログラムを実施中となっている。JICAと

USAIDはプロジェクト開始以前より非公式な連携をしてきたが、2011年6月27日、DOH-CHD 

EV、USAID及びJICAの間で東ビサヤ地域における保健開発の覚書に署名した。 

プロジェクトは、GIZやUNICEFのような他の開発パートナーが過去に支援して策定した保

健省の既存のマニュアルやガイドラインを活用し、他のステークホルダーの成果や教訓を最

大限に利用している。 
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第５章 評価5項目による評価 
 

本評価は、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点により実施され

た。（評価内容の詳細等については、付属資料「2．評価グリッド」を参照） 

 

５－１ 妥当性 

下記の観点から妥当性はかなり高いと判断される。 

 

５－１－１ フィリピンの保健政策との整合性 

2010年に、特に社会的に弱い立場にある人々を含めたすべてのフィリピン国民が保健・医療

ケアを受けられることができるようになることを目的としたThe Aquino Health Agenda：

Achieving Universal health Care for All Filipinosが策定され、2011年には全国民共通の医療保健の

実現のため、KP政策が策定された。本プロジェクトは、妊産婦、母親、子どもたちのより良い

医療・保健サービスへのアクセスに寄与することを目的としており、同政策と合致している。 

フィリピン政府は、MDGsを大方達成できる見込みとなっているが、妊産婦保健に関しては更

なる改善努力が必要となっている。同課題を克服し、妊産婦死亡率及び新生児死亡率を削減す

るため、保健省はMNCHNを2008年9月に策定しており、本プロジェクトとの上位目標とも一致

している。 

 

５－１－２ ターゲットグループの適切性とフィリピンの人々とのニーズとの整合性 

東ビサヤ地域においては、国家平均よりも妊産婦及び新生児死亡率が高く、出産の半数以上

がハイリスクケースであると分類されている。また、本プロジェクトの上位目標は、妊婦や新

生児が安全な妊娠・出産・産後ケア・サービスを受けられる妊産婦や新生児の割合を高めるこ

とで妊産婦及び新生児死亡率を減らすことにあるため、東ビサヤ地域における妊産婦及び新生

児をターゲットとしていることは適切であると考えられる。また、コミュニティレベルの

BEmONCが改善されることにより、貧困状態にある人々が保健医療サービスにアクセスするこ

とに寄与しており、人々のニーズとの整合性も高い。 

 

５－１－３ 日本の援助政策との整合性 

2008年6月に策定された対フィリピン国別援助計画では、4つの優先課題（持続的成長のため

の経済体質の強化及び成長制約要因の克服、格差の是正（貧困緩和と地域格差の是正）、環境保

全と防災、人材育成及び制度造り）に沿って日本の支援が行われていた。 

同国別援助計画は、2012年4月末に対フィリピン共和国 国別援助方針として改訂されている

が、大目標としては「包摂的成長」の実現に向けた支援となっており、重点分野（中目標）は

「投資促進を通じた持続的経済成長」、「脆弱性の克服と生活・生産基盤の安定」及び「ミンダ

ナオにおける平和と開発」となっている。本プロジェクトは重点分野「脆弱性の克服と生活・

生産基盤の安定」のもと、「セーフティネット整備プログラム」に分類されている。「脆弱性の

克服と生活・生産基盤の安定」については、特に貧困層への影響が大きい各種リスクに対す脆

弱性の克服し、生活・生産基盤の安定・強化に関連して保健・医療などの分野におけるセーフ

ティネットの整備が必要であることが明記されており、日本の援助政策と合致している。 
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５－２ 有効性 

プロジェクトはまだ中間地点であるが、既に着実な進展を見せており、プロジェクト効果が発

現しはじめている。 

 

（1）プロジェクト目標の達成度 

「４－１の（4）プロジェクト目標の達成度」及び「付属資料2．評価グリッド」にもある

ように、プロジェクト目標の達成見込みを検証するには時期尚早である。 

 

（2）成果とプロジェクト目標の関連性 

本プロジェクトにおいては、プロジェクト目標を達成するのに、5つの成果から構成されて

いるが、すべての成果はプロジェクト目標を達成するのに貢献している。 

 

（3）プロジェクトの進捗に影響を与えた貢献要因及び阻害要因の有無 

プロジェクトの進捗に影響した要因、今後影響し得る要因はいくつか存在する。貢献・阻

害要因については、「４－２ 実施プロセスの検証」に詳細が記されている。 

 

（4）成果レベルの外部要因 

「４－２（6）プロジェクト効果に影響する可能性がある阻害要因」に記述されているとお

り、PhilHealthの加入金やLGUへの補助金に関する変更は健康保険加入率に大きな影響を与え

る可能性があるため、外部要因として記述される必要がある。 

 

５－３ 効率性 

下記の観点から効率性は非常に高いと判断される。 

 

（1）成果の達成レベル 

「４－１（3）成果の実績」及び「付属資料2．評価グリッド」に述べられているように、

現在までに産み出された成果のレベルはおおむね適当であると考えられる。 

 

（2）成果を達成するための投入の質、量、タイミング 

「４－１ 投 入」に述べられているとおり、大部分の投入は量的にも質的にも適切であ

り、活動が計画通りに実施されるように適切に投入された。また、保健省及び州保健局/市保

健局が研修費用の一部を予算手当しているほか、対象・対象外バランガイに配布するため、

母子手帳やCHTガイドラインを再刷している。 

町保健所/地区保健所に対する機材についてはすべて予定通りに提供され、提供された機材

は役立っているというインタビュー結果が得られている。EVRMCへの研修機材は、保健省の

事務手続きの問題により遅れたが、研修機材の供与も完了し、EVRMCで提供される研修に活

用されている。 

 

（3）援助調整及び保健省の既存教材の活用 

「４－２の（8）他のステークホルダーとの連携」にあるように、本プロジェクトにおいて
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JICAは東ビサヤ地域の保健セクターの他ドナーと援助調整を行っており、情報交換や重複を

避けることで効率性が高くなっている。 

また、JICA特有の教材等を新規に制作することは避け、ドイツ国際協力公社（Deutsche 

Gesellschaft für Internationale Zusammenarbeit：GIZ）や国連児童基金（United Nations Children’s 

Fund：UNICEF）のような開発パートナーの支援によって策定された保健省の既存のマニュア

ルやガイドラインを活用することにより、プロジェクトの効率性が高まっていると考えられ

る。 

 

５－４ インパクト 

上位目標達成の検証をするには時期尚早であるが、本プロジェクトでは既に正のインパクトが

認められている。負のインパクトについては特に認められなかった。既に発現しはじめている正

のインパクトは下記のとおり。 

・BEmONC研修については、新しく研修を受けた看護師や助産師を指導・監督しなくてはならな

いという事情を受け、当初対象グループに含まれていなかった医療施設のBEmONCチームにつ

いても、範囲を広げて研修を実施したため、対象バランガイを越えた波及効果が期待される。 

・当初対象となっていなかったレイテ州の27町及びオルモック市のコゴン地区についても、大部

分の成果5の活動と成果3の一部分についての活動に含めたことや、プロジェクト対象外の町・

地区においてDOH-CHD EVと州保健局/市保健局のMNCHN政策実施の努力によりプロジェクト

対象町・地区を超えた効果が発現しはじめている。 

・プロジェクトは安全な母性を推進する歌やラジオ番組を利用した様々な啓発ツールを開発した

が、保健省のプログラムとして採用が決まり、今後全国的に啓発効果が波及することが期待さ

れる。 

 

５－５ 持続性 

プロジェクト中間時点において、持続性を問うのは時期尚早であると考えられるが、政治面及

び組織面を考慮した場合、DOH-CHD EV及び州保健局/市保健局は、能力の高い献身的な信頼でき

るC/P機関であり、今回インタビューを実施したすべてのレベル（町保健所/地区保健所、町病院/

地区病院、BHSほか）の関係者が、プロジェクトによって開始された活動をプロジェクト終了後も

継続していこうとする決意は固かった。 

財政的には、それぞれの保健・医療機関の所属するLGUsの保健予算に対する姿勢に左右される。

2011年11月には、合同ILHZ役員会において、すべてのLGUが保健に関する条例もしくは決議を決

めているが、持続性を確保するためにはLGUがその施行を行うかどうかというコミットメントを

引き出すことが鍵となっている。 

 

５－６ 結 論 

C/Pや関係者からのヒヤリング、現地調査、関係機関との協議や文献調査の結果、評価チームは

中間地点としてのプロジェクト全体の実績は満足のいくものであるという結論に達した。 

全体的には、C/Pの熱意や日本人専門家に対する評価は高く、良好な人間関係のもとにプロジェ

クトが実施されている。 
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第６章 提言及び教訓 
 

約2年強後の成功裏のプロジェクト終了へ向けて、プロジェクト中の教訓、プロジェクトチーム

及び保健省への提言やプロジェクト関係者への情報共有としての特記事項は次のとおり。 

 

６－１ 教 訓 

（1）地元の保健医療従事者のキャパシティ強化 

地元の保健医療従事者のキャパシティを強化することで、プロジェクト実施効果及び効率

性が向上すると考えられる。LGUレベルの保健医療従事者が本邦研修によって学ぶ機会を得

たことにより、プロジェクトモデルの策定や実施に大きな貢献をすることが可能になる。 

 

（2）地元のインプットの重要性 

プロジェクト専門家とC/Pから成るプロジェクトチームは一致団結してプロジェクトを実

施しており、MNCHNの実施アプローチを学んだDOH-CHD EV及び州保健局/市保健局のC/Pの

努力により、JICAの対象地域だけではなく、JICAの対象地域外にも母子保健サービスが改善

されるという効果が発現しつつある。また、LGUによるCHTのインセンティブを確保するこ

とは今後の持続性に大きく関係する。 

 

（3）病院の町保健所に対する監督機能強化 

MNCHNサービス提供ネットワークにより、町保健所と病院の関係が強化されたため、リフ

ァラルのメカニズムが改善した。また、プロジェクトがILHZの機能と責任を強化した「サポ

ーティブスーパービジョン」と呼ばれる手法により、町保健所のサービスデリバリーが強化

された。 

 

（4）音楽を使った啓発 

啓発活動で人々の注目を集めるには、真に人気のある啓発ツールや方法を使う必要がある。

本プロジェクトでは、草の根レベルのイニシアティブを通して新たな啓発ツールを生み出す

ことに成功した。特に「CHTジングル」と名づけられた母性保護のキャンペーンソングは人

気を博し、マルチメディア・センター（家族計画・母子保健プロジェクト（1991年から10年

間）で支援）を通した国家的な保健啓発ツールとして取り上げられた。 

 

（5）情報共有及び過去の事例の経験を活用することの重要性 

過去の事例の経験を参考にすることで効率性が向上する。本プロジェクトにおいては、人々

のアウェアネスやコミュニティレベルのMCHサービスを改善するために、個々のボランティ

アを養成するだけではなく、研修や監督・報告メカニズムを有するCHTとしてチーム化する

など、一からの出発で試行錯誤を重ねるのではなく、過去の事例を生かし、実施・改善に集

中することができた。また、CHT全国大会のように、経験をシェアする場をプロジェクトの

早いうちに実施することで、今後実施されることになっているKP-CHT（ユニバーサルヘルス

ケアによる国家的CHTメカニズム）の活動にもその正負の経験が活用される可能性がある。 
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（6）データ収集ツールの調和化 

データを収集する際、政府の既存のデータ収集ツールを利用することは、収集されたデー

タの一貫性からも必要不可欠なことである。保健省はUSAIDからの支援によりデータクリー

ニングを実施したが、産後健診に関するデータが含まれていなかったため、プロジェクトは

保健省及びUSAIDと連携し、同じ方法でデータクリーニングを実施した。 

 

６－２ 提 言 

（1）PDM改訂の必要性（プロジェクトチーム及びJCC）（PDM改訂の提言の詳細については、付

属資料「1．ミニッツ・合同評価報告書」の「Annex-8」を参照） 

・成果5におけるプロジェクトの活動とその達成を測る指標の調整 

同成果中の活動内容はLGUの保健セクター支援を側面支援するという間接的な内容に限ら

れており、成果5の達成指標は外部要因に大きく影響されると考えられることから、成果5

の指標を達成するには、活動内容は十分でないと考えられる。 

対象町保健所/地区保健所の所属する市・町においては、施設分娩、料金徴収及びCHT報奨

金制度についての条例もしくは決議がなされており、MCP還付金や徴収された料金がCHT

に分配されることが望まれるが、条例や決議の実施はプロジェクト外の要因に因るところ

が大きいため、プロジェクトの活動内で達成可能な「LGUの貢献をモニタリングするデー

タベースやシステムを開発する」といった方向に転換することが適当である。 

・その他の指標のレビュー及び変更 

EVRMCに関しては、町保健所/地区保健所とは同じ機材供与といっても異なった意味合いが

あるため（研修施設として）、その達成を図る指標を新たに設けるべきである。 

その他にも、活動、成果及びプロジェクト目標についての指標や外部要因について、ロジ

ックを一致させるべく、検討する必要がある。 

 

（2）国家新生児死亡症例検討会（Neonatal Death Review：NDR）ガイドラインの早期開発の重要

性（保健省） 

東ビサヤではNDRを実施するため、プロジェクトにおいて保健省の監督のもと、DHO-CHD 

EV及び州保健局/市保健局においてNDRガイドラインとツールを開発したが、国家ガイドライ

ンと一致させるため、国家NDRガイドラインを早期に開発することが望ましい。 

 

（3）CHTが機能しているかどうかの調査（保健省及びプロジェクトチーム） 

保健省はCHTの全国的な機能調査を将来的に行うこととしており、CHTの機能に対する調

査方法等についてあらかじめ調整をすることで、調査内容の重複や乖離を避ける必要がある。 

 

（4）「ASEAN母子保健タスクフォース」への発信 

フィリピン保健省は、同タスクフォースで現在議長を務めており、本プロジェクトにおけ

る成果や経験をASEANフレームワーク中の地域アドボカシーの一部として情報共有すること

が望ましい。 
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第７章 団長所感 
 

中間レビュー・チームにはフィリピン側から3名の団員が参加し、報告書類の検討、フィールド

調査、関係者との面接調査を経て、合同中間レビュー報告書が作成され、2012年4月25日にJCCで

報告されたのち承認された。保健省担当次官補の日程調整がつかなかったため、今後JICAフィリ

ピン事務所が次官補に説明のうえ、事務所次長と次官補でミニッツの署名を行う運びとなった。 

本プロジェクトは開始後1年9カ月の時点で順調に成果を達成しつつあり、指標のうち達成され

ているもの、達成に近いものもある。また、成果3「DOH-CHD EVと州・市保健局のマネジメント

強化」の一部と成果5「ILHZを通じたLGUの巻き込み」については、プロジェクト対象のレイテ州

の18町とオルモック市の5地区から対象外であったレイテ州27町、オルモック市1地区にもC/Pの活

動によって波及している。 

成果3では妊産婦と新生児の死亡症例検討会を実施しているが、これは周産期医療の質を改善す

ることが大いに期待される。新生児死亡症例検討会のマニュアルは保健省で作成中なので、プロ

ジェクトで先行して作成する必要があった。プロジェクト作成のマニュアルは、保健省のマニュ

アルに反映されるよう調整されている。 

病院の産科の機能強化が追いつかないまま、住民の所得の向上や施設分娩の奨励により、

CEmONC病院では出産数が機能を上回り、廊下に多くの病床を並べたり、2人の妊婦を1病床に寝

かせていたりしており、院内感染のリスクが非常に高まっている状態である。また、正常出産の

場合は1日を経ずして退院するため、適時な2回の産後訪問ケアにより、院内感染児の発見、産後

子癇の発見が急務となっている。正常出産はBEmONC施設で引き受けることにより、CEmONC病

院の負担を軽減し、また在宅出産をなくすため、成果1「BEmONC施設の増加」が掲げられており、

対象町保健所、地区保健所等25施設すべてがプロジェクトにより機材整備が実施され、LGUの資

金により施設が建設済みまたは建設中である。既に多くの施設がPhilHealthのMCPの認定を受け、

出産数が増加している。 

成果2「医療従事者のBEmONC/MNCHN技術が向上する」では、地域での出産を担っている助産

師の技術が向上し、病院へのリファラルが適時に行われるようになってきていることが観察され

た。フィリピンには助産師制度があり、これまでも在宅分娩で活躍してきたが、教育年数が短く、

看護師より下位の資格である。最新の助産技術の研修は助産師の自己効力感を高めており、また

サポーティブスーパービジョンにより受けた研修の効果が現場で一層発揮されることが期待され

る。 

成果4「CHTチームが組織化され、機能する」では母子保健について地域でサポートするCHTを

研修するマニュアルを作成し、研修により機能強化を図った。プロジェクト育成のCHTに面接し

たが、意気が高いことが観察された。保健省のKP政策によりCHTの業務が結核対策、家族計画等

を含むよう拡大し、また対象世帯が貧困世帯とされ、CHTの業務内容に齟齬が生じている。

DOH-CHDEVでは貧困世帯に限定せず、貧困世帯は優先世帯として、これまでのCHT育成との統合

を図る考えである。 

本プロジェクトの円滑な開始には、計画段階から開始後1年半まで大きくコミットメントした

C/P機関のDOH-CHD EVの前局長の貢献がある。2012年3月に着任した新局長も今回のJCCでプロジ

ェクトへのコミットメントを表明した。 

本プロジェクトには、先行プロジェクトとして「ベンゲット州地域保健システム強化プロジェ
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クト」（2006年3月から5年間）及びビリラン州を対象地域に含む「母子保健プロジェクト」（2006

年3月から4年間）があり、本プロジェクトはこの2つのプロジェクトの成果のシナジー効果をレイ

テ州及びオルモック市において発現するという構想のもとにPDMが策定されている。このシナジ

ー効果が発揮されはじめていると判断できる。また、CHT作詞作曲の歌が、プロジェクトによる

支援と保健省マルチメディア・センターの協力を得て、有名歌手による全国普及のためのCDにな

った。「家族計画・母子保健プロジェクト」（1991年から10年間）においてマルチメディア・セン

ターに技術協力した成果が引き継がれていたとのことである。 

本プロジェクトの成果は終了時を待たずに、教訓・知見は各種の会議で発表することとされ、

既に5回の発表の機会があった。東ビサヤ地域の各州に、姉妹プロジェクトが開始されたコーディ

レラ地域に、更には保健省により他の地域に波及されることが望まれる。さらに、フィリピンが

現在、議長国であるASEAN母子保健タスクフォースにおいて、本プロジェクトをフィールド視察

先にするなど、本プロジェクトを活用するよう保健省に提言した。 

 

中間レビューに際して指標によるレビューも行ったが、その経験から指標に不適切なもの、表

記が適切でないものなど、指標の設定を見直す必要が判明した。各指標について変更への示唆を

付属文書5にまとめた。今後、プロジェクト専門家とC/Pで検討し、次回のJCCにおいてPDMの改訂

がなされるよう期待する。 

 



付 属 資 料 

 

１．ミニッツ・合同評価報告書 

 

２．評価グリッド（和文） 

 

３．PDMver0からPDMver.1への変更の詳細 

 

４．インタビュー概要及び質問票回答のまとめ 

 

５．PDM変更提言のまとめ 















































































































































































































































 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


	表紙
	序文
	目次
	地図
	写真
	略語集
	評価調査結果要約表
	第１章 中間レビュー調査の概要
	第２章 プロジェクトの概要
	第３章 PDMの変遷
	第４章 プロジェクトの実績・実施プロセス
	第５章 評価5項目による評価
	第６章 提言及び教訓
	第７章 団長所感
	付 属 資 料
	１．ミニッツ・合同評価報告書
	２．評価グリッド（和文）
	３．PDMver0からPDMver.1への変更の詳細
	４．インタビュー概要及び質問票回答のまとめ
	５．PDM変更提言のまとめ




